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広告業の売上動向は、米国金融危機に端を発した世界同時不況から回復基調で推移してきたが、平成23年3月の東日本大震災後に起きた広告自粛ムードによって一時的に広告費が減少し、23年は前年比微増にとどまった。
大阪本社企業の東京移転とそれに伴う広報窓口の集約化、あるいは海外移転の進展による大阪での広告受注減少は続いており、中堅以下の事業者間の受注競争は激化し、1件当たりの受注金額は低下傾向にある。そのため中堅以上の事業者は、東京での営業強化のほか、海外での展開をも模索するなど、既存広告主のつなぎとめに注力する一方、中小事業者は、新規広告主の開拓に注力している。
広告主の東京や海外への移転、それに伴う受注競争の激化等により、リーマンショック以前の水準には戻らないのではないかという厳しい見方をする声が支配的であり、他社との差別化を図るべく、広告制作の内製化や人材育成など、各社とも様々な方法を模索している。
業界の概要
広告とは、スポンサー名を明らかにして行われる、アイデア、財、サービスのプレゼンテーションとプロモーションのうち、有料で行うものを指す。主なものには、テレビ広告、新聞・雑誌広告、交通広告、チラシ、ポスター、インターネット広告などがある。
広告業は、新聞、雑誌、テレビ、ラジオその他の広告媒体企業と契約し、広告主（依頼人）のために広告する業務、屋外において広告物の表示を行う業務、折込み広告、ダイレクトメール、催事企画、その他の広告サービスを業務として営み、広告主と媒体企業との間で取次ぎ・代理を行う業務などからなる。広告会社は、広告主から受け取った広告料から媒体料と制作料をそれぞれ、媒体企業及び広告制作会社へ支払う。そして、その残りが手数料として、広告会社の収入となる。大手・中堅では、自社もしくは関連会社を通じて広告制作を行うことも多い。
日本の広告業は、明治10年代の後半から新聞社が広告による収入獲得に重点を置き始め、広告が増加するにつれてその代理を行う業者が出てきたのが始まりである。広告代理業として始まった頃は、業務は媒体会社と広告主の間に入り、その仲介を主に行うことであった。
しかし、高度成長期以降、主として大手広告会社が、広告主の広告戦略の企画制作も手掛けるようになり、さらに最近では、広告主のマーケティング戦略、事業戦略にも関与するようになっている。
広告業は、典型的な都市型産業であり、東京都、大阪府、福岡県、愛知県で全国の総売上高の82.5％を占めている（平成22年、経済産業省『特定サービス産業実態調査』）。
業界構造を見ると、従業員30人未満の企業が92.2％を占める一方、年間広告取扱高では、大手2社が約4割を占めている（経済産業省『特定サービス産業実態調査』）。
広告会社の経営形態をみると、4種類に分類される。(1)総合広告代理店は、大手、中堅企業に多い形態であり、企画・制作・媒体選定の実施だけでなく、広告主の要求に応じて、マーケティング全般、例えば市場調査なども行う。(2)専門広告会社は、新聞広告、雑誌広告、交通広告等、特定の広告媒体を扱う代理店である。(3)媒体専属広告代理店は、主として特定の媒体企業の広告だけを扱う代理店である。新聞媒体に専属するケースが多い。(4)ハウスエージェンシーは、特定の広告主の子会社的代理店で、広告主側に管理権がある形態を指す。
広告会社の業務は、おおよそ5つの部門に分かれる。(1)営業部門は、広告主の意向を把握した上で社内の担当者に伝達したり、社内での企画を広告主に提案する。(2)媒体部門は、広告を載せる媒体を選択したり、媒体社からの企画を営業部門から広告主に伝える。(3)マーケティング部門は、広告主の広告計画を立案し、そのためのデータを収集、分析する。(4)クリエイティブ部門は、広告主が伝えたいことを制作物にまとめる。(5)セールスプロモーション部門は、購買者等に購買の動機付けを与える方策を立案する。大手事業者は5つの業務をすべて行うが、中小事業者は1、2の業務だけを行う例もみられる。ただし、上記各部門はそれぞれ高度化しており、その高度な専門性を駆使しつつ総合的な提案によって広告主の要請に応えるべく、上記部門を細分化している事業者や、あるいは逆に再統合している事業者もみられる。
使用広告媒体別の売上高割合をみると、23年はテレビ広告が30.2％と最も高く、次いでインターネット広告14.1％、新聞広告10.5％などとなっている（平成24年（株）電通調べ）。
契約産業別の売上高割合をみると、化粧品・トイレタリーが10.2％で最も多く、次いで、食品9.9％、情報・通信8.2％、飲料・嗜好品7.3％、交通・レジャー7.2％、流通・小売業6.9％などとなっている（平成24年（株）電通調べ）。
大阪の地位
広告業の事業所数をみると、全国では9,233、従業者数13万3,500人、年間売上高は8兆3,276億円となっている（平成22年、経済産業省『特定サービス産業実態調査』）。大阪府内では、事業所数1,018、従業者数1万7千人、年間売上高1兆191億円で、全国に占める割合はそれぞれ11.0％、13.2％、12.2％と、いずれも東京に次ぐ地位となっている。
ただし、大阪本社企業の東京移転とそれに伴う広報窓口の集約化、あるいは海外移転の進展による大阪での広告受注減少は続いており、中小事業者のなかには廃業を余儀なくされたところもある。
売上げは震災の影響で前年比微増にとどまる
23年の全国の広告業の売上は5兆1,634億円、前年比0.3％の微増にとどまった（経済産業省『特定サービス産業実態調査』）。米国金融危機に端を発した世界同時不況から回復基調で推移してきたが、東日本大震災後の広告自粛ムードによって一時的に広告費が減少した。しかし、7月以降は前年を上回るなど広告出稿が再び活性化した。
媒体別に23年の売上げの伸びをみると、4媒体広告（新聞、雑誌、テレビ、ラジオ）が軒並み前年を割り込んだが、インターネット広告が前年比15.6％の大幅増加となり、前年の実績を割り込むことは回避できた。
契約産業別では「ファッション・アクセサリー」「流通・小売業」「情報・通信」「官公庁・団体」等が前年を上回ったが、「飲料・嗜好品」「家電・AV機器」は前年を下回った（24年（株）電通調べ）。
厳しさを増す採算
広告媒体掲載料及び広告制作料はデジタル化の伸長にともなって、単価、扱い総額が低下している。また、大手企業が徐々にシェアを伸ばし、そのあおりを受けて、中堅以下の事業者間の受注競争は激化しており、1件当たりの受注金額は低下傾向にある。さらに、受注金額の大きい全国展開の広告は、大阪ではなく東京で受注されるケースがほとんどとなりつつある。以上から、採算はとれているものの、以前に比べ厳しさを増している。
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売上高 前年比 売上高 前年比 売上高 前年比 売上高 前年比 売上高 前年比 売上高 前年比 売上高 前年比

平成21年 4,707,666 84.6 1,987,763 84.7 406,386 79.2 133,107 70.7 1,387,641 88.2 60,628 85.6 198,018 102.4

22年 4,736,573 100.5 1,978,610 99.5 388,150 95.5 116,675 87.7 1,417,803 102.2 55,982 92.3 221,986 112.1

23年 5,163,371 100.3 1,988,654 97.5 383,126 92.6 115,003 92.5 1,433,925 99.3 56,600 96.9 380,657 115.6

平成23年

5月 345,771 92.1 138,779 87.0 26,812 89.3 6,361 76.1 101,219 87.0 4,388 92.7 25,129 114.6

6月 418,839 97.4 161,637 93.1 32,816 92.7 8,167 80.7 116,030 93.9 4,625 99.0 29,353 115.7

7月 421,320 97.5 172,216 98.2 32,414 91.5 7,853 90.0 126,819 101.0 5,130 92.3 28,280 121.6

8月 374,282 105.0 143,083 99.5 25,960 102.4 8,007 94.8 104,525 99.5 4,592 95.9 25,610 114.2

9月 480,691 107.0 171,598 105.0 34,053 102.0 12,757 100.4 120,055 106.5 4,732 97.7 34,401 119.3

10月 428,605 95.2 178,114 100.2 33,322 93.9 11,523 102.9 128,842 101.9 4,427 96.7 32,415 79.6

11月 454,180 97.7 184,820 98.5 34,349 91.9 11,787 97.3 133,684 100.5 4,999 97.6 30,935 96.2

12月 522,308 112.6 179,740 101.4 34,144 99.4 10,296 99.2 130,099 102.0 5,201 104.4 50,617 145.1

平成24年

1月 405,863 101.5 158,288 100.0 36,449 99.9 5,866 96.0 111,775 100.5 4,198 92.6 27,425 96.4

2月 413,298 100.8 158,820 98.4 31,802 98.5 8,657 93.1 114,006 98.9 4,355 96.8 32,885 106.7

3月 635,444 117.2 215,008 112.9 46,986 132.6 15,113 106.5 147,662 108.8 5,246 103.6 48,385 117.9

4月 428,150 117.3 175,060 117.8 29,807 118.9 9,493 109.8 131,648 119.2 4,111 93.1 31,806 134.8

5月 412,104 119.2 166,038 119.6 29,975 111.8 7,955 125.1 123,843 122.4 4,265 97.2 29,239 116.4

6月 451,926 107.9 169,538 104.9 31,954 97.4 9,494 116.2 123,760 106.7 4,330 93.6 33,829 115.2

7月 433,871 103.0 175,089 101.7 30,852 95.2 7,277 92.7 132,031 104.1 4,928 96.1 31,001 109.6

8月 377,908 101.0 143,441 100.3 25,458 98.1 7,766 97.0 105,785 101.2 4,432 96.5 26,650 104.1

資料：経済産業省『特定サービス産業動態統計調査』。

（注1） 平成２１年１月分、平成２２年５月分より一部数値に変更が生じたため、以前の数値と一部不連続が生じている。なお、伸び率はこれを調整したもの。

（注2） 平成２３年１月分より一部調査対象の追加を行ったため、以前の数値と一部不連続が生じている。なお、伸び率はこれを調整したもの。
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４媒体広告

広告業の媒体別売上高

インターネット

広告 新　聞 雑　誌 テレビ ラジオ

これに対し、中堅以上の事業者は、東京での営業強化のほか、海外での展開をも模索するなど、既存広告主のつなぎとめに注力しているほか、これまで中堅･中小事業者の領域であった単価の低い仕事を開拓し始めている。
一方、広告主に広告媒体を斡旋するだけでは、いずれ採算が困難になるとして、中堅企業を中心に様々な方策を講じている。例えば、新規広告主の開拓に注力したり、これまで培ってきた顧客とのつながりを活かしつつ、より地元志向を強めた営業展開を図ったり、デザイン部署を設けて広告の内製化に取り組み、利幅の確保とスピードアップを図ったり、媒体に関する提案営業に取り組むことによって顧客の確保や開拓を行っている例もみられる。
各社とも人材育成に注力
広告業は人気の業種であり、新卒に関しては、確保は容易であるものの、デザイナー等の専門人材の確保は、企業規模を問わず各社とも苦戦しているとのことである。また、大手企業では、離職率が低いため、長期的な人材育成計画を立案し、階層別研修を行うなど、各社とも人材育成に注力している一方、中堅企業では、自由な発想を育てるための環境整備に努めるなど「人は企業の唯一の価値源泉」として、各社それぞれ取組は違えども、人材育成に注力している。
今後の見通し
東日本大震災の影響によって一時的に落ち込んだ売上げは回復基調にあるが、広告主の東京や海外への移転、それに伴う受注競争の激化等により、リーマンショック以前の水準には戻らないのではないかという厳しい見方をする声が支配的である。他社との差別化を図るべく、各社とも様々な方法を模索している。
（田中　宏昌）
